(様式１）
令和　　年　　月　　日
参　加　表　明　書
　尾花沢市長　結　城　　裕　様
（提出者）住所
会社名
代表者　　　　　　　　　　　　㊞
　令和５年４月２４日付け尾花沢市告示第１００号で手続開始の公告のありました下記業務に係るプロポーザルについて、関係資料を添えて参加表明します。
　
記
（業務名）　尾花沢市統合小学校建設工事設計業務委託　

〔連　絡　先〕

	所　　属
	

	担 当 者
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ- mail
	


(様式２）
令和　　年　　月　　日作成

設計事務所の体制
	業務名

	事務所名


	担当者名

	TEL　　　　　　　　FAX

	技術職員・資格

	分　野
	資格・担当
	人　数
	人数計
	摘　要

	建築
	一級建築士
	意匠
	人
	意匠
　　人
構造
　　　　人
積算
　　　人
小計
　　　　人
	

	
	
	構造
	人
	
	

	
	
	積算
	人
	
	

	
	その他
	意匠
	人
	
	

	
	
	構造
	人
	
	

	
	
	積算
	人
	
	

	電気設備
	建築設備士・技術士
	人
	設計
人
積算
人
小計
人
	

	
	その他
	人
	
	

	機械設備
	建築設備士・技術士
	人
	設計
人
積算
人
小計
人
	

	
	その他
	人
	
	

	その他（土木、造園等の技術職員）
	人
	人
	

	備 考　

１．複数の分野を担当する職員については、最も専門とする分野に記載してください。
２．複数の資格を有する職員については、いずれか一つの資格の保有者として記載してください。
３．当該業務の協力事務所に予定しているところの職員数は、人数欄に括弧書きで記載してください。


(様式３）

設計事務所の業務実績
	業 務 名
	発 注 者
	受注形態
	施設の概要
	設計
業務
完了
年月

	
	
	
	用　途
	構造
階数
面積
	完成
年月
	

	
	
	単　　独

・
設計共同体
・
協　　力
	
	構造

（　　　　　　）
	　年

月
	　　年

月

	
	
	
	
	階数

地上　　　　　階

地下　　　　　階
	
	

	
	
	
	
	面積

　　　　　　　㎡
	
	

	
	
	単　　独

・
設計共同体
・
協　　力
	
	構造

（　　　　　　）
	　　年

月
	　　年

月

	
	
	
	
	階数

地上　　　　　階

地下　　　　　階
	
	

	
	
	
	
	面積

　　　　　　　㎡
	
	

	
	
	単　　独

・
設計共同体
・
協　　力
	
	構造

（　　　　　　）
	　　年

月
	　　年

月

	
	
	
	
	階数

地上　　　　　階

地下　　　　　階
	
	

	
	
	
	
	面積

　　　　　　　㎡
	
	

	備考

１．構造は、構造種別、地上/地下階数、面積を記載してください。また、構造種別については、耐震/免震/制震の別について、括弧書きで記載してください。
２．受注形態の欄には、単独、設計共同体、又は協力（協力事務所として参画）の別を丸印で囲ってください。
３．協力の場合は発注者欄に、元請事務所名を括弧書きで記載してください。
４．記載した業務については、契約書（鑑）、当該施設の概要が確認できる資料の写しを提出してください。また、積雪寒冷地での設計実績がある場合は、その確認できる資料の写しも提出ください。


（様式４）
誓　　　約　　　書
　私は、下記の事項について誓約します。
　また、尾花沢市統合小学校建設工事設計業務公募型プロポーザルの参加資格及び条件等全てを承知したうえ参加いたしますので、後日これらの事柄について尾花沢市に対し一切の異議及び苦情を申し立てません。
　なお、参加資格確認のため、尾花沢市が山形県警察本部に照会する場合があることについて承諾します。
記
１　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に該当しておりません。
２　地方自治法施行令第１６７条の４第２項第１号から第６号のいずれかに該当し、その事実があった後３年を経過しない者ではありません。
３　自己又は自社の役員等（法人の役員又は役員以外の者で支店若しくは営業所を代表する者をいう。）が尾花沢市業務委託契約約款第４０条第１項第６号（暴力団排除項目）に該当する者ではありません。
４　尾花沢市業務委託契約約款第４０条第１項第６号に該当する者の依頼を受けて参加しようとする者ではありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
尾花沢市長　結　城　　裕　様
住　　所
会 社 名
代 表 者　　　　　　　　　　　　　　㊞
(様式５)

令和　　年　　月　　日
技　術　提　案　書
尾花沢市長　結　城　　裕　様
（提出者）住　　所
会 社 名
代 表 者　　　　　　　　　　　　㊞
　尾花沢市統合小学校建設工事設計業務公募型プロポーザルについて、別添のとおり技術提案書を提出します。
記
業務名　　尾花沢市統合小学校建設工事設計業務委託　
〔連　絡　先〕

	所　　属
	

	担 当 者
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ- mail
	


（様式６）

管理技術者の業務実績等

	管理技術者氏名
	
	年齢
	満
	
	歳
	経験年数
	
	年

	資格名　一級建築士（登録番号　　　　　　　）
	取得年月　

	業務名
	構造、階数、面積
	業務完了年月日
	立場

	
	構造


	　　　年　　月
	

	
	階数

地上　　　階

地下　　　階
	
	

	
	面積

　　　　　　　　 ㎡
	
	

	
	構造


	　　　年　　月
	

	
	階数

地上　　　階

地下　　　階
	
	

	
	面積

　　　　　　　　 ㎡
	
	

	
	構造


	　年　　月
	

	
	階数

地上　　　階

地下　　　階
	
	

	
	面積

　　　　　　　　 ㎡
	
	

	備考　

１．管理技術者の資格については、一級建築士のみ。また、登録番号、取得年月を記載してください。
２．立場とは、その業務における役割分担をいい、管理技術者、○○担当主任技術者、○○担当技術者の別（又はこれらに準ずる立場）を記載してください。
３．記載した業務については、契約書（鑑）、施設の概要が確認できる資料の写しを提出してください。


（様式７）

主任技術者の業務実績等

	分担業務分野
	

	主任技術者氏名
	
	年齢
	満
	
	歳
	経験年数
	
	年

	資格名（登録番号）
	取得年月

	
	（　　　　　　　 　）
	年　　月

	
	（　　　　　　　 　）
	年　　月

	
	（　　　　　　　 　）
	年　　月

	
	（　　　　　　　 　）
	年　　月

	業務名
	構造、階数、面積
	業務完了年月日
	立場

	
	構造


	　　　年　　月
	

	
	階数

地上　　　階

地下　　　階
	
	

	
	面積

　　　　　　　　 ㎡
	
	

	
	構造


	　　　年　　月
	

	
	階数

地上　　　階

地下　　　階
	
	

	
	面積

　　　　　　　　 ㎡
	
	

	
	構造


	　　　年　　月
	

	
	階数

地上　　　階

地下　　　階
	
	

	
	面積

　　　　　　　　 ㎡
	
	

	備考　

１．分担業務分野については、建築（意匠）、構造、電気設備、機械設備の別を記載してください。
２．立場とは、その業務における役割分担をいい、管理技術者、○○担当主任技術者、○○担当技術者の別（又はこれらに準ずる立場）を記載してください。
３．建築（意匠）を除く各主任技術者が協力事務所に所属する場合は、氏名を括弧書きで記載ください。
４．記載した業務については、契約書（鑑）、施設の概要が確認できる資料の写しを提出してください。


	分担業務分野
	

	所在地
	

	会社名
	

	代表者
	

	協力を受ける
内容及び理由
	

	

	分担業務分野
	

	所在地
	

	会社名
	

	代表者
	

	協力を受ける
内容及び理由
	

	

	分担業務分野
	

	所在地
	

	会社名
	

	代表者
	

	協力を受ける
内容及び理由
	


（様式８）

協力事務所の内容等
（様式１１）
質　　　問　　　書
（参加表明書・技術提案書）
令和　　年　　月　　日
尾花沢市長　結　城　　裕　様
住　　所
会 社 名
代 表 者　　　　　　　　　　　㊞

尾花沢市統合小学校建設工事設計業務公募型プロポーザルに関して、次の項目を質問いたします。
	
	質　問　事　項

	１
	

	２
	

	３
	

	４
	

	５
	


〔連　絡　先〕

	所　　属
	

	担 当 者
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ- mail
	


注）

１．質問がない場合は、質問書を提出する必要はありません。
２．用紙はＡ４版タテとします。




・Ａ３版１枚とし、簡潔にまとめること。（様式は横書き）


・提案は、文章での表現を原則として、基本的考え方を簡潔に記載すること。文字の大きさは１０.５ポイント以上とすること。


・文章を補完するために必要な視覚的表現については、最小限の範囲とし、具体的な建物の設計又はこれに類するものに基づいた表現としてはならない。


・具体的な設計図、模型（模型写真含む）、透視図等（コンピュータグラフィックによるものを含む）を使用してはならない。


・表、イメージスケッチ、略図等をカラーで表現することは構わない。


・提出者（協力事務所を含む）を特定することができる内容の記述（具体的な社名や実績の名称等）を記入しないこと。


・使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位とすること。








